電子商取引における定型約款の法的問題 by 趙 万一 et al.
武蔵野大学学術機関リポジトリ　Musashino University Academic Institutional Repositry
電子商取引における定型約款の法的問題















ネット小売業の取引額は、3.（（ 兆元であり、その内の 3.23 兆元は、インター
ネットにおける現物商品の取引額であり、中国社会における消費財の取引総





























　電子商取引法 2 条 1 項の規定により、中国国内における電子商取引活動に













　中国の全国人民代表大会常務委員会は、2000 年 12 月に「インターネット
の安全保護に関する決定」を可決し、2004 年 （ 月に「電子署名法」を制定し、
2012 年 12 月には、「ネットワーク情報保護の強化に関する決定」を可決した。
　2013 年 12 月 7 日、全国人民代表大会常務委員会は、人民大会堂で第一回
電子商取引法起草グループ会議を開催し、正式に、電子商取引法の立法を開













　201（ 年 12 月 19 日、第 12 期全国人民代表大会常務委員会第 2（ 回会議に
おいて、全国人民代表大会財政経済委員会が電子商取引法の草案を上程した。
　201（ 年 12 月 27 日から 2017 年 1 月 2（ 日まで、電子商取引法の草案が全
国人民代表大会の公式ホームページ上で全国に公開され、パブリックコメン
トの募集が行われた。
　201（ 年 （ 月 19 日、電子商取引法草案の三審稿が第 13 期全国人民代表大
会常務委員会第 3 回会議に上程され、審議が行われた。
　201（ 年 （ 月 27 日から （ 月 31 日まで開催された第 13 期全国人民代表大会







































































































































































































によれば、「定型約款が本法 （2 条及び （3 条に定める事由に該当する場合、
又は、定型約款を提供する一方当事者がその責任を免除し、相手方の責任を
加重し、相手方の主要な権利を排除した場合、当該約款は無効とする（契約
法 40 条）。
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　さらに、解釈上、「契約約款提供者によって不利となるように」との解釈
基準が確立している。定型約款の理解について紛争が発生した場合、通常の
理解に従って解釈しなければならない。定型約款について 2 種類以上の解釈
が存在する場合、定型約款を提供した一方当事者にとって不利となる解釈を
しなければならない。約款条項と非約款条項を一致しない場合には、非約款
条項を採用しなければならない（契約法 41 条）。
（二）、電子商取引における定型約款の主な特徴
1、隠蔽性
　経営者は、自己の利益を図るために、往々にして、比較的小さな文字で、
目に付きづらい位置に、消費者にとって不利益な定型約款の内容を表記する
ことがある。例えば、ホームページの端に表記したり、比較的大きな文字の
下に小さな文字で表記したり、文字数の多い契約の中に紛れ込ませたりする
ことがある。通常、消費者は、こうしたことに気付くことができず、経営者
側も提示義務を尽くしていないため、消費者の知る権利を保護するのは、極
めて困難である。
2、事前性
　通常の契約における定型約款同様、電子商取引における定型約款も、売主
側があらかじめ作成する。そのため、当事者間の協議が不要であるために、
契約締結のプロセスを大幅に簡易化させることができる一方で、消費者は、
再度契約内容に関する協議を行う必要がなく、かつ、契約内容を修正する権
利がないため、その契約内容を受け入れるか否かを選択するほかなく、取引
の全ての過程において、弱い立場に置かれることとなる。
　経営者は、このようなインターネットショッピングの特性を利用して、定
型約款を用いて契約を締結し、自己の責任を軽減させるとともに、リスクの
回避を行っている。例えば、淘宝プラットフォームには、「7 日間無条件で
返品交換可能」との規定があるが、多くの出店店舗は、依然として、購入し
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た商品に瑕疵がある場合、消費者は、交換を請求することができるが、契約
を解除して返品することはできない等の規定を設けている。
3、地位の不平等性
　電子商取引においては、一般的に、プラットフォームが優位性を有する。
これは、プラットフォーム内経営者と、消費者のプラットフォームに対する
依然によって発生する。
（三）、電子商取引の定型約款における主な問題点
1、まず、経営者は、不適切な手段を用いて、故意に約款中に含まれる情報
の伝播性を弱めることによって、自己の利益を保護し、消費者の権利を制限
することがある。言い換えれば、インターネットショッピング時における消
費者の注意力は低下しており、かつ、長時間にわたるウェブページの閲覧に
よって、消費者が約款の存在を見逃す可能性は、極めて高い。経営者は、こ
のような消費者の状態と心理を利用して、約款をウェブページ全体の中でも、
比較的小さく表記したり、薄い色で表記したりすることによって、その目的
を実現させている。また、曖昧な表現を用いることによって、消費者が語句
の意味を理解できないようにすることもある。
2、つぎに、経営者は、契約を締結する際に、免責条項や不平等条項を取り
入れることがある。例えば、「写真は、あくまでも参考にすぎない（写真は、
あくまでもイメージであり、実物と異なる場合がある）」との文言による注
意喚起が挙げられる。通常の売買とは異なり、インターネットショッピング
では、実際の商品を見ることができないため、買主は、売主が提供する写真
のみに基づいて、契約を締結するかどうかを決定しなければならない。仮に、
売主が契約において、「写真はあくまでも参考にすぎない」と規定すること
によって写真と実物の不一致に起因する責任を排除した場合、消費者に対し
て、本来負担すべきでない責任を負担させることとなり、実質的には、消費
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者の公平な取引を侵害することとなる。この点、契約法 39 条は、約款を提
供する経営者は、合理的な方式に基づいて相手方に対して、その責任を免除
し、又は制限する条項への注意を喚起しなければならない、と規定する。し
かし、現実のインターネットショッピングでは、このような注意喚起を行う
売主自体が極めて少数であり、買主もまた、自身に不利益をもたらすような
約款条項に気付くことができない。
3、さらに、「一方的な約款の変更」に関する規定が置かれることがある点が
挙げられる。その基本的な内容は、①プラットフォーム経営者は、随時契約
内容（約款）を修正することができる、②ユーザーがプラットフォームによ
る変更に同意しない場合には、直ちにプラットフォームサービスの使用を停
止しなければならず、継続して使用した場合には、修正後の約款に同意した
ものとみなされる、といったものである。この点、電子商取引法 34 条は、「電
子商取引プラットフォーム経営者は、プラットフォームサービス契約及び取
引ルールを変更する場合、そのトップページの顕著な位置で公開的に意見を
募集し、各関係者が随時かつ十分に意見を表明することができるよう、合理
的な措置を講じなければならない。変更内容は、少なくとも実施の 7 日前に
公示しなければならない。プラットフォーム内経営者が変更の内容を受け入
れず、プラットフォームからの退出を要求した場合、電子商取引プラット
フォーム経営者は、これを阻止してはならず、かつ、変更前のサービス契約
及び取引ルールに基づいて関連する責任を負担しなければならない」と規定
しているが、実際には、プラットフォームによる一方的な変更を受け入れな
いのは、ユーザーにとって極めて困難な行為である。
4、そして、契約の成立要件が変更されることもある。例えば、Amazon は、
利用規約の中で、「当社からお客様に出荷確認のメールまたはショートメッ
セージを送信し、お客様に対して、当社がお客様の注文された商品を発送し
たことを通知した場合に限り、当社がお客様の注文を承ったこととなり、当
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社とお客様との間で売買契約が成立する」との規定を設けている。このよう
な規定の効力に対しては、以下のような判断を示した裁判例もある。すなわ
ち、当該約款は、「その商品の陳列による申込み及び消費者が申込みに基づ
いて承諾を行う権利を排除しており、実質的かつ結果的には、企業に一方的
に商品を発送するか否かの権利を付与しており、商品の不発送による債務不
履行責任を免除するものである。しかし、これは、消費者が一般的な消費習
慣に基づいて認識している取引モデルに対する重大な変更であり、消費者の
契約上の利益に対して実質的な影響をもたらすものである」と述べている（北
京市第三中級人民法院（2014）三中民終字第 093（1 号）。
（四）、電子商取引の定型約款に関する問題の解決に向けて
1、定型約款の内容に対する行政審査・司法審査の強化
　審査の内容には、具体的規則に基づく審査と、抽象的規則に基づく審査が
含まれる。ここにいう、抽象的規則には、主として、公平の原則と、信義誠
実の原則が含まれる。また、具体的規則は、限定列挙による規制モデルを採
用し、ドイツや EU の関連立法における約款規制に関する「ブラックリスト」
「グレーリスト」の制度を取り入れることが考えられる。当該制度は、定型
約款を類型化することによって規制する方法であり、約款における権利義務
の不均衡の程度に応じて、当該約款（不当条項）を、絶対的に無效とする「ブ
ラックリスト」と、判断を行う余地のある「グレーリスト」に分類すること
となる。
　前者のブラックリストでは、法律で禁止されている範囲を規定し、ブラッ
クリストに該当する約款について、裁判所は、直接的に無效であると判断す
ることができる。これに対して、後者のグレーリストでは、「違法となりうる」
範囲を規定し、ここに含まれる約款については、裁判所が契約の性質、契約
締結の目的、約款の内容、取引慣習等の要素を総合考慮して、さらなる衡量
を行った上で、約款が無效であるかどうかを判断することとなる。
（2（）
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2、「優越的地位の濫用」条項の運用による消費者保護の実現
　プラットフォームによる一方的かつ不当な契約内容の変更は、しばしば優
越的地位の濫用に基づくものである。電子商取引法 3（ 条は、「電子商取引プ
ラットフォーム経営者は、サービス契約、取引ルール及び技術等の手段を利
用して、プラットフォーム内経営者のプラットフォームにおける取引、取引
価格及び他の経営者との取引等を不合理に制限し、又は、不合理な条件を付
加し、又は、プラットフォーム内経営者に対して不合理な費用を徴収しては
ならない」と規定しているが、今後は、さらに詳細な規則や関連法規によっ
て、優越的地位の濫用に該当する具体的な場面や適用要件を具体化していく
必要がある。
3、プラットフォームの情報公開義務の明確化
　契約内容に定型約款が含まれる以上、消費者の重要な権益に関するもので
あるか否か、消費者の責任を加重するものであるか否かにかかわらず、経営
者は、必ず消費者に対して、当該約款を公示または提示すべきである。とり
わけ、消費者の利益に対して一定の影響を及ぼす約款の提示は、一定程度明
確にする必要があるため、「明確性」という基準を満たさなければならない。
つまり、契約の成立に関する約款であり、プラットフォームサービス契約を
締結するか否かに関する相手方の判断に直接的な影響を及ぼす約款は、一律
に消費者にとって「重大な利害関係がある」約款であると位置付けるべきで
あり、明確な提示を要求すべきである。「明確性」を判断する際には、レイ
アウトや表示等の外観が明確であるか否か、という観点のみならず、使用さ
れている用語や言い回しが理解しやすいものであるか否か、という観点から
の判断も必要となる。
（29）
